
平成 29 年度育水の森間伐及び素材生産業務委託単価契約書 

 

平成 29 年度育水の森間伐及び素材生産業務（以下「本業務」という。）について、公益財団法人くま

もと地下水財団（以下「甲」という。）と受託者名◯◯◯（以下「乙」という。）は、各々の対等な立場におけ

る合意に基づいて次の条項により委託単価契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する。 

 

（目 的） 

第１条 甲は、次に掲げる内容の業務を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

業 務 名：平成 29年度育水の森間伐及び素材生産業務 

予 定 数 量：間伐面積 4 ha，間伐率 30 % , 素材生産 360m3 

所 在 地：阿蘇郡西原村河原字追駄３４９６番ほか 

（委託期間） 

第２条 本業務の委託期間は、平成29年9月1日から平成29年12月28日までとする。 

（委託料） 

第３条  本業務は単価契約とし、素材生産の契約単価は、金0,000円／m3（うち取引に係る消費税及び

地方消費税の額000円）、木材市場への運搬の契約単価は、金0,000円／m3（うち取引に係る消費税

及び地方消費税の額000円）とする。業務実行の結果、当初の予定数量に変更があったときは、実

際の数量に契約単価を乗じた額から小数点以下を切り捨てたものをもって委託料とする。 

（権利義務の譲渡） 

第４条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡してはならない。 

２ 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に引き受けさせる場合は、甲の承諾を得な

ければならない。 

（着手届） 

第５条 乙は、契約後、速やかに本業務に着手し、契約後７日以内に着手届に工程表を添付し、甲に

提出しなければならない。 

（現場監督） 

第６条 乙は、現場監督を定め業務の指導監督に当たらせるとともに、その職及び氏名を甲に報告し

なければならない。 

（出荷数量の確認） 

第７条 乙は、出荷市場等から通知される出荷伝票により数量を確認し、委託数量との確認を行いな

がら業務を行うものとする。 

（損害賠償）  

第８条 乙は、次のいずれかに該当するときは、直ちに甲に報告し、その損害を賠償しなければなら

ない。 

（１）乙の責めに帰すべき事由により素材を滅失し、又はき損したとき。 

（２）乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えたとき。 

（３）その他、乙の責めに帰すべき事由により損害が生じたとき。 

（業務計画の変更） 

第９条 乙は、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ甲の承認を受けなければならない。 

（１）業務の予定数量及び区域面積等の内容変更が生じるとき。 

  （２）仕様書で指定する条件による業務遂行が困難であるとき。 

（期間延長） 

第１０条 乙は、第２条に規定する期間内に業務を完了する見込みがないときは、期限３０日前まで

にその理由を付して期間の延長を甲に申し出なければならない。 

２ 乙の責めに帰すべき事由により、前項の規定により委託期間を廷長した場合において、甲は、

「政府契約の支払遅延防止等に関する法律」に基づき、委託料の総額につき、延長した日数に応

案 



じ、年2.7%の割合で計算した額を乙に請求することができる。ただし、甲がやむを得ないと認め

たときは、この限りでない。 

（検査及び引き渡し） 

第１１条 乙は、業務が完了する７日前までに検査願を提出し、業務完了後、甲の立ち会いのもと検

査を受けなければならない。 

２ 前項の検査に合格しないときは、乙は遅滞なく手直しを行い、甲に再度検査願を提出して再検

査を受けなければならない。 

（委託料の支払） 

第１２条 乙は、前条の検査に合格したときは、完了届を甲に提出し、確定した出荷材積の数量をも

とに請求書を提出しなければならない。 

２ 甲は、前項に係る請求書を受理したときは、その日から３０日以内に支払うものとする。 

３ 甲の責めに帰すべき事由により、委託料の支払いが遅れた場合において、乙は、未受領金額

につき、遅延日数に応じ、年2.7％の割合で計算した額の遅延利息の支払いを甲に請求すること

ができる。 

（契約の解除） 

第１３条 甲は、乙が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

（１） 正当の理由がなく適期に業務に着手しないとき。 

（２） 契約の規定に違反したとき。 

（３） 乙の責めに帰する理由により、期間内に業務を完了する見込みがないことが明らかになっ

たとき。ただし、第１０条の規定により期間の延長を申し出た場合を除く。 

（４） 乙が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等(法人にあっては非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長その他これに類

する地位にある者及び経営に実質的に関与している者を、法人格を有しない団体にあ

っては代表者及び経営に実質的に関与している者を、個人にあってはその者及びその

者の支配人をいう。以下この号及び次条において同じ。)が暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。)第2条第6

号に規定する暴力団員(以下この号において「暴力団員」という。)であると認められ

るとき。 

イ 暴力団(暴力団対策法第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。)

又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ  役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等の行為をしたと認められるとき。 

エ 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又

は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

カ 下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオま

でのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 

キ 乙がアからオまでのいずれかに該当する者を下請契約、資材又は原材料の購入契約その

他の契約の相手方としていた場合(カに該当する場合を除く。)に、甲が乙に対して当

該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

（紛争の解決） 

第１４条 この契約書及び仕様書が定める事項について甲乙の間に紛争が生じたときは、甲乙協議に

より選定した者に依頼し、解決を図ることができる。 

２ 前項の紛争解決のために要する費用は、甲乙が双方平等に負担するものとする。 



（協議） 

第１５条 乙は、甲が示す仕様書に従って業務を実行し、仕様書に記載されていない作業を行う必要

が生じたときや、この契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 

 

この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 

 

   平成２９年９月１日（予定） 

 

 

甲 熊本市中央区安政町８－１６ 

 公益財団法人くまもと地下水財団 

    理事長  大西 一史 

 

 

 

乙 ◯◯市◯◯町１２３４－５ 

    受託者名◯◯◯（株式会社□□□など） 

    代表取締役   ◯◯ ◯◯ 


